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Ⅰはしめに．一・Gilmanの展開   

1930年代のアメリカの会討学界および実務界の－：つの大きな課題は，－・般に・認められる  

会計「原則」の樹立濫あったといえ．よう。それまでは，会計は非常に多くの可能性を示唆  

するものであり，他のものよりも優れて何か一・つの概念や手続が選定されるというには到  

底いたらないという態度であったと思われる。1930年代の動向は，このような状況に・何か  

－・つの秩序ある体系を見出そうとする会対人の意識が濃厚であった。特に・1933年の有価証  

券法，1934年の証券取引法の制定以後，それま・ゼは単に・富美としてのみ存在していた1‾認  

められた会計原則」を公式に設定する必要性およびそのための意識的な努力とその成果が  

目立ちはじめ，「原則」紅ついての様々な議論が行なわれるようになった。このような動向  

を背景としてGilmanは，その著書「会計上の利益概念」に・おいて，会計に・固有な概念や  

理論を内包するものとしての会計「原則」の形成過程を歴史的，体系的に分析し，会計に  

固有な基盤や限界を明らかにしようとした？そこでは会計は，その重要な局面において，  

長い歴史的な過程で淘汰された諸概念の歴史的産物であると考えられているが，そのよう  

なものとしての会計への接近に．よって，Gilmanは－・般に・認められる会計「原則」の設定  

に．寄与しようとしたのである。   

その展開は，主として会計「原則」設定の動きが表面化した1930年代を中心とする膨大  

な文献を参照したものであり，それら諸文献の検討から「原則」の設定に影響する諸側面  

を体系的に解明している。また1936年および1941年のA．．A．．A．．の会計原則に関する報告  

書の作成に．関与し，さらに．その理論的基盤を示す「会社会計基準序説」の著者の一人とし  

て知られているW．A．．Patopとも意見の交換があったことがその「まえがき」に示され  
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したがってGilmanは，会計に周有のコンペンVヨン（COnVention），原理（doc・  

（1）StephenGilman，“Accounting C9nCeptS Of Profit”，1939，p”V，片野一部監   
閲，久野光朗訳，「ギルマン会計学（上巻）」，25ぺ－ジ。   
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trine），通則（rule）を組織的・体系的に示し，普遍的な利益概念の基盤を樹立するとい  

う，特色のある展開の方法を示しているが，それは他の会計「原則」設定の動向との交  
（2）  

流を維持しながら行なわれたものであることがうかがえる。   

Giユma】つがこのような展開を行なった連接の動機は，特に1930年代に・顕著であった，財  

産的観点より利益重視への観点の移行と関連していたと思われる。Gilmanは，「本書を世  

に出す意義は，貸借対照表的観点から，損益計罫書的観点への会計上の重点の移行とい  
（3）  

う，過去6年間の目撃してきた歴史に．もとめられるべきである。」と「まえがき」の冒頭で  

述べている。所得会計の展開はすでに権威者連により繰り返し議論されていて，何か新し  

いものを加えるということはすでに困難であるとして‥いるが，「それ紅もかかわらず，近年  

の出来事は，さら紅研究を必要とする諸概念の在ることを・示しており，いくつかの矛盾や  
（4）  

無定見ぶりを露呈している。」という。そこでGilmanはこの混乱ぶりを何か異なった創  

造的な方法で整序し，当時の会討の実務主結びついた普遍的な会計の原則を確認しようと  

試みたのである。   

特に会討の分野における混乱にほ，会計専門家以外の者が加わっているのが－・つの特色  

であることが指摘され，そのことが一層混乱を増しているかに見せている。それほ，全部  

の効用は，他の夷なる分野の人々に会言1が知らせようとする事柄を伝える儲カいかんに．か  

かっているという特色があるため，各方面から会計に対する様々な批判や要請が出される  

からであるという。常に「既成の会計上の原理，コンベンションおよび通則は挑戦を受  

け，会計実務が吟味され，会計慣行によって課せられた限界が検討されるのほ当然であ  
（5）  

る。」が，正統な理論や実務にほ．それなりに固有な限界があると思われるから，まず会計に  

対する批判はこの固有の前提を正統に評価したうえでなされなければならない。Gilman  

ほ，会計機構や会計概念をよく理解しない人々やよく理解している人々からの批判から生  

ずる混乱を，まず会計に固有な普遍的利益概念を確立することによって受け止め，処理し  

ようとするのである。   

そのためGilmanは，会計の理論や実務の形成過程を体系的，歴史的に解明するとい  

（2）ただし，Gilmanの見解が－・般的にどの程度受け入れられているかほ別の機会を待  

たざるを得なかった。  
（3）Ibid．，p．iii，前掲雷，23ぺ－ジ。  

（4）Ibid．，p．iv，前掲苔，24ぺ一－ジ。  

（5）Ibidい，p．．3，前掲書，3ぺ一汐。   
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う方法を採用している。会討は，財務的歴史を記録する一・つの慣行的機構として歴史的に 

存在し，すでに．歴史的事実としてそれを歪めることはできない。そこでこのような歴史的  

過程を組織的に究明す卑ことに・よって，より普遍的な会計上の利益概念の設定に・役立てた  

いと考えたのである。そこで，会計上の利益の算定に影響するきわめて重要なコンペンレ  

ヨン，原理，通則を組織的，体系的に示すことが必要であると考えた。特に会計上のコン  

ペンぺ／ヨンが，利益の算定におよばす影響は支配的であり，それの必然的帰結は会計の特  

性の中でもより重要なものである。コンペン㌧／ヨ）ハほ会計の基盤を構成し，それの認識は  

正統な会計機構乾田有の限界を明らかにするものである。また同時に，会計上の利益が－ 

定のコンベンション，原理，通則から生ずるとわかれば，強制的な法令からのきわめて顕  

著な影響を除外することが当面の目的に．とって有効な方法であると考えられることにな  

る。それほ，法律からの影響が無視されるからではなぐて，より普遍的な利益の概念を樹  

立することをめざしたからである。可能な限り法律の影響を識別しておくことに．よって，  

かえって個々の状況麿．おけるそ・の影響の度合いを見積ることができると考えられた。   

かくして，現実の会計上の利益概念は，会計の基盤としてのコンベンション，それを基  

礎として－・層具体的紅展開される様々な原理，もし存在するとすれば原則（principles），  

さらに会計およびその他の分野との関連から引出される通則，実務慣行（pIaCtices），方法  
（8）  

（methods），基準（standards）などから規定されるこ．とになる。それらが今日の全部の  

固有の基盤を構成するというのである。   

ところでGilmanほ，会計「原則」の意味について次のような見解を表明している。  

ここでの「原則」の意味を厳格に理解して，それは人力の範圏外紅あってただ発見される  

にすぎなく，また他のものを派生させる基本的で普遍的な真理またほ法則であるとナるな  

ら，それはコンベンション，原理，通則とは区別した意味で使用されることに．なる。しか  

し会計において果してそのような「原則」が存在するだろうか。Gilmanは，「原則」の存  

在を完全にほ否定していないまでも，その可儲性についてほ多分に悲観的であると思われ  

る。彼は，少なくともそれが「原則」であるために．は，次の三つのテストに耐えうるもの  
（7）  

であることが必要であると述べている。すなわち，第一・紅それが異なる国や州の法令紅影  

響されないものであるかどうかという法令テスト；第二に．あらゆる業種紅．共通していえ．る  

かどうかという業種テスト，あらゆる資本形態の相違（株式会社，組合企業，個人企業）  

（6）Ibid・，p・257，前掲番，312ぺ一一汐。  

（7）Ibidり，pp．．193～4，pp”250～3，前掲苔，240～1ぺ－ty，303～7ぺ・－i7。   
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にもかかわらず一層して主張しえるかどうかという資本形態テストに耐えうる場合にの  

み，それは基本的な真理つまり「原則」であるということができる。   

Gilmanほ，会計上の利益ほそのような意味での「原則」から明白に構成されるもので  

なくて，むしろコンベンション，原理，通則等の様々に．織りなす合成物であると考えられ  

ている。将来一般に認められる会罰「原則」が設定される暗が来るとしても，その場合の  

「原則」は，文字通りの原則でほなくて，前述のような合成物としての「原則」とならざ  
（8）  

るをえないであろうという。もちろんGilmanは，単なる言葉の問題を論ずるのでほない  

から，「公的な会討としての準司法的な性薯」（“semi－judicialnatureof publicaccount－  
（9〉  

ing”）をもつ側面を強調するものとして，ト厳に屈められる会計」を「原則」と呼ぶこと  

に必ずしも反対しているわけではない。それは，当時すでにあまりにも普及した用語法に  
（10）  

なっていたからである。しかしGilmanは，そのような買用句の問題とは別に，会計上の  

利益は様々な基礎から構成されているから，その－・つ一つを識別して，会計紅圃偶の特性  

や限界を確立すべきであると強調している。   

拙論は，Gilmanの以上のような広範かつ詳細な展開およびその方法論を検討すること  

は．できないが，上述のようなGilmanの展開の趣旨を尊重しつつ，糞用・収益対応に関連  

する論述を検討し，その特色を明らかにしていきたい。当時の対応概念を理解する一つの  

ささやかな礎となれば幸いである。  

ⅠⅠ費用・収益対応概念の存立基盤  

結論的にいえばGilmanほ′ 費用・収益対応の理論と実務の基盤ほ，歴史を越えた不変  

の真野であると考えるよりほ，むしろ社会的，歴史的な構成物であって－，歴史的な相対性  

と同時紅そ・れは今日の会計の－・定の基盤を確立していると考えているように思われる。し  

たがって費用・収益対応の概念は，ある時に発見され既紅固定的に定まったものとしてあ  

るという特性をもつものではない。・それは－・定の歴史的，社会的状況とともに生れたコン  

ベンションや通則として存在し，同時にそのことを袈返せは，対応概念は今後遍在する普  

遍的な社会的要請とともに批判され変更ぎれていくという局面をそなえるものと理解され  

ることに．なるであろう。このことは，例えば次のような立論からもうかがうことができる  

（8）Ibid．，p．．250，前掲昏，303ぺ－ジ。  
（9）Ibid．，p1．254，前掲審，308ぺ－汐。  
（10）Ibid．   
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であろう。   

「会計期間のコンベンションを採用する以前にほ，原価・経費および損失（COStS，eX・  

penses，andlosses）と収益との対応は重要な問題とならなかった。   

会計期間につき利益を決定することが，収益および関連する原価（経費やそ・の他の控  

除項目を含む）を対応させるという新しい問題を導入せしめた。はとんどあらゆる会計の  

著作者連は，原価・経費および損失と実現収益の特定項目とを対応させることが望ましい  

ことを認めているが，そのうちの大部分の者は，そのような関係は，それが実行可能であ  
（11）  

る限りに．おいてのみ，会計において樹立されるペきであると主張している。」   

このように収益の特定項目と原価の対応関係は，実行可能な範囲にとどめられる、という  

－・般的認識を正当な判断であるとするなら，費用・収益の対応概念は少なくとも発見され  

た法則であるとは認め難いであろう。それは－・定のコンペン1ンヨンと通則的なものとの結  

（12） 合物であると性格づけられることになるであろう。   
ところセGilmanは，コンペン1／≡トンの意義を次のようなものと理解している。   

－・般に原則，コンペン1／≡トン，原理，通則等の用語は，相互代替的に，ほとんど区別さ  

れずに．使われるのが実状であるが，Gilmanは，コンペン1／≡トンの意味を他と区別して＼次  

のように考え．ている。つまりコンペン1／ヨンは，ト『一般的同意にもとづいで』（“b墾eupOn  

generalagreement〃）おり，『多かれ少なかれ任意的に樹立されて一』（“more orless arbi・  
（13）  

traIilyestablishedn）いる」も・のとして，特紅二つの側面を強調している。コンペン1／  

ンは，－・方において－・般的同意，－・般的承諾（COmmOnCOnSent），－L様な認識（uniform  

recognition）あるいは暗黙の理解（tacit understanding）といった，あまねく共通的に  

了解されている事柄という性質をそなえているという。同時に他方では，任意的もしくは  

揺ぎない（aIbitTaryOrinflexible）事柄であるとして，意図せずして－または自覚しないう  

ちに当然のこととして確立された自然発生的事柄であるという性質をもつと述べている。   

たとえば，Dictionaryof Philosophyand Psychologyの引例を引用してその意味を  

わかりやすく説明しているが，『ニ人の人間には，いかなる約束も契約もかわさないのに，  

共通の利害のための共通のコンベンションによってポ－トのオールを引くがごときであ  

（11）Ibidい，p．125，前掲書，159ぺ－ジ。  

（12）主として，Ibid．，pp。125～31，pp“213～5，前掲書，159～66ぺl－i7，262～4ぺ   
－ジの立論からもこのような解釈が可能となるであろう。  

（13）Ibid．，pp．183～4，前掲審，229～30ぺ－iタ√   
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る。また金や銀が交換の測定尺度として使われるごとく，対話や言葉や国語が人類のコソ  

（14） ベンVヨンおよび同意庭よ。て確固とされるごときである。』Gilmanによれば，会討上の  
コンペン1／≡rンもこ．のような意味とかなり似通っているという。   

したがって，会計上のコンベンションは，もしそのようなものが在るとすれば，会封理  

論や実務の基礎にあって，会計思考を暗黙に．拘束または限定する根本的諸前提またほ諸仮  

定であると考えられるのである。それほ原理，通則を支える，もしくほそれらに内包して  

いる基盤（foundations）であるとされるのである。そのような会計のコンペソyヨンの  
（lさ1  

すべてを列挙して，体系的に記述しようとする試み漉それはど行なわれていず，Gilman  

自身も「実際問題として，誰かがそれらのすべてを確かに認識して，リストに挙げること  
（1β）  

ができるかどうかほ疑わしい。」としてしミる。   

にもかかわらず基本的な仮定として－・般紅認められてこいるコンペンレヨンがいぐつかあ  

り，最も基本的なコンベンションとして－Gilmanほ三つ挙げている。それほ・エンティティ  

コンペン1／≡，ン（entity convention），評価のコンペンVヨン（Valuation convention），  

会計期間のコンペンレヨン（accounting periodconvention）である。このような基本的  
（17）  

コンペン1ンヨンおよぴそれらから派生する部分的コンベンションは会計機構の大綱を構築  

するものである。またその他に．も少なくともいくつかのコンベンションがあるとして例示  
（18）  

している。  
（19）   

ところで通則は次のよう紅規定されている。Webster，s NewInternatio】】alDictionary，  

その他の見解を参属しているが，Webster紅は次のような定義が見られる。それほ．，「行為  

（14）Ibid．．，pい184，前掲苔，230ぺ－・ジ。  

（15）このような試みの初期のすぐれたものとしてWilliamAndrewPaton，“Accounting  

TheorIy〃に展開されている「会計の諸公準」があり，それが強くGilman虹影響して  

いると思われる。そこでは，企業実体，継続企業，貸借対照表等式，財務状態と貸借   

対照表，原価と帳簿価値，原価の発生と収益，順序の公準が挙げられている。Cf．  
William AndIeW Paton，“Accounting TheoIy〃，1922，pp。471～99．  

（16）Ibidい，p“245，前掲苔，297ぺ叫汐。  

（17）（18）たとえば，・エンティティ・コンベンションからほ会計等式のコンペンて／ヨてン  

が，評価のコンペン1／≡－ンからは実現のコンペン1／ヨン，貨幣価値－・定のコンベンシ  

ョンが，会計期間のコンペン1／≡トンからほ触続企業のコンペン1／≡トン，見越し・繰り   

延べのコンペン1／≡トン，なし崩し償却・減価償却のコンペン1／≡，ン，会計上の修正の  

コンペン1／≡rンが派生し，その他のコンペン1リヨンとして－，借方・貸方のコンペン1／  

ヨソ，棚卸資産の評価虹関する允入先出法などに見られる順序のコンペンレヨン，原   
価移転のコンペン1／≡－ン，独立人格のコンペンレヲンなどが挙げられている。  

（19）StephenGilman，OpりCitい，p．184，pり188，片野；郎監閲，久野光朗弘前掲香，  
230～1ぺ－ジ，234～5ぺ一汐。   
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もしくは行動紅対する規定された指棟；支配的な指示；学校な統制する『通則』；エチケッ  

トもしくは礼儀の『通則』；クリケットの『通則』のごときである。」ここに㌧見られる「規  

定された指標（prescribed guide）」とか，他の見解に見られる「手続とか方法（procedure  

Jfmet】10d）」とい・つた表現の意味合いから推して，「通則」とはある行為または行動に対す  

る規定された指標であり，「原則」のように人の背後に．あって発見されるものであるという  

よりは，人間の判断や権威（humandecisionand hulTlanauthority）によって工夫して 

立案し，作り出すことの可能なものとされている。会計においてほ，それは少なくともコ  

ンペンレヨンおよび原理を基礎として作られる実践的適用であり，無数であって，－㌧々列  

（20） 挙することはできないはどであるとされる。   
以上のように，今日の費用・収益対応の概念や実務は，上述のような意味でのコンペン  

レヨンおよび通則を基礎とする合成物として存立するとされている。√具体的に費用・収益  

の対応過程のどの部分がコンペン1／ヨンで，また通則であるかは必ずしも明白に．述べられ  

ていないが，上述のようなコンベンションや通則の定義から一億の解釈をほどこすことは  

できるであろう。このような問題は，次鮒で費用・収益の対応の具体的な概念とからめて  

論ぜられるであろう。  

ⅠⅠⅠ原価会封的な対応  

Gilmanは費用・収益の対応は大きく二つの考え方に．分けられると述べている。「収益と  

関連原価との対応というこの問題ほ，二つの観点，すなわち原価会討と｝・般会討とから考  
（21）  

靡されるであろう。」という。これは，Gilmanの対応概念の一つの特色であるが，彼ほ金  

融上の対応概念を，原価会計における意味と叫・般会封における意味とを分けて考察してい  

る。同じく対応という言兼が用いられて．も，観点が異なると指摘するのである。   

まず原価会計上の観点からの対応は次のように規定している。「原価会封土は，販売製品  

の各単位の原価を決定するために，すべての製造原価と製品の個々の分類またほ項目との  

（22） 特定の関連を樹立しようと試み／ている。」このような方法を対応の問題に．適用して，「収益の  
単位と原価支出の単位とを対応させる原価会計係の方法は，直接に次のような会計コンペ  

ンて／ヨこ／粍．もとづいている。つまり『生産に．利用されるいずれの財・用役・状況（COm・  

（20）Ibid．，pp。195～230，前掲苔243～78ぺ－L7。  
（21）Ibid．，p．．125，前掲書，159ぺ－ジ。  

（22）Ibid．，p．125，前掲宙，160ぺ－ジ。   
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modity，SerVice，Or COndition）の価値であっても，それらは，原始的な項目（original－  

item）を費消せしめた対象や製品に移転し（♪α・SSβむβ㌢・よ〝わ），その成果に付着して（αf・  

≠αCゐね），それに価値を与えるもゐである。この公準は原価会計の作業の本質的な基礎を  
（23）  

なすものであり，それなくしては原価引算はあり得ないであろう。』」このコンペン1／≡－ン  
（24）  

をGilmanは，「価値移転のコンペンVヨン（COnVentionof tIanSferred values）」，「原価  
（25）  （26）  

のコンペン1／ヨン（COSt COnVentiorl）」，「原価移転のコンペン1／≡仁ン（COnVention of cost  

transferals）」などと呼んでいるが，原価会計上の対応は，直接にはこのような－・般的な会  

計上のコンベンションを基礎としている。   

原価会計係によるこの±ンペンションの適用に．よって，一・般に．製造原価は正確な対応の  

結果が得れらるように思われるが，Gilmanに．よれは，このような叫・般的コンペン1ノ≡トン  

の適用は対応の正確さとは必ずしも直接の関連はなく，むしろ対応の正確性を見せかけ芦  

ものであると次のように述べている。「このコンベンションの採用ほ，初めの費用の時期  

と，製造項目の版売の時期との時間的関係（time relation of the originalexpenditures  

to the sale of manufactureditems）を無視するという傾向がある原価と収益の対応に  

ついて，見せかけの正確性の装いを与えたのである。原価会計係は，たとえばそれ自体見  

積りであるユ場建物の減価償却費を・一部ずつ生産力の原価に・移転し，・その原価はやがて製  

造部門と非製造部門紅移転し，両者紅分割されて，この後者の原価も最終的には迂回路を  

経て製品自体へ移転するのである。この仮定もしくほコンペンジョンに．よって原価会計係  

は，エ場単位の減価償却費と最終製品の特定項目，たとえば－・台の洗濯機，－・台の乳母草  

あるいは∵・樽の小麦粉との人為的な（artificial）関係を樹立するのである■ム   

このコンペン1／≡トンの人為的な性質を認蝕し得ないのは，原価会討の正確性について，  

またそのコンベンションにより収益の特定項目と原価支出の関連項目との間に．樹立される  
（27）  

密接な関係紅ついてのいくつもの漠然とした説明に起因するものである。」原始原価の発  

生の時点から段階的に生産されていく製品が販売されるに到るまでの聞，通常かなりの時  

間的・空間的あるいは畳的・質的な懸隔があって，価値移転のコンペン1／≡lンの具体的な  

（23）Ibid．．，p．126，前掲書，160ぺ－i7。なおこの引用は，William Andrew Paton，  
以Accounting Theory〃，1922，pp．490～1からのものである。  

（24）Ibid．，p．131，前掲書，166ぺ－ジ。  

（25）Ibid．，p．．29，前掲苔，36ぺ一汐。  

（26）Ibidりp．249，前掲審，301ぺ一汐。  
（27）Ibid．，pp．126～7，前掲昏，160～1ぺ」－ジ。   
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適用には多くの人為的な嘩則や仮定が設けられなければならないという。さて，それでほ  

Gilmanのいう正確な対応とはどのような場合をいうのであろうか。Gilmanはそ・れを自  

明のことと考．えているのか，痘援紅言及してはいないけれども，たとえば次のような論述  

から推測することができる。「商品や製品が別々に確認できる場合ほ，原価は現実に販売価  

格と対応させることができ，個々の販売取引の総利益またほ損失が決められる。   

類似した商品や製品が混ざりあって．いる場合にほ，商品や製品の個別の単位の販売価格  

が別々に決められるとしても，原価自体ほ平均化されるので，原価と収益の対応はより直  

接性の少いもの紅なる。したがってこれは実際の対応というよりほコンベンション化した  

対応（aconventionalized ratherthananactualmatching）であると考えられよう 

原価が平均的な方法で静足され，販売が別々に確認されない場合にほ，第三の事態が生  

ずる。たとえば非常に多種類の商品を提供するドラッグ・・ストアや小間物店の場合にこの  

ことが該当する。そのような状況鱒時にほ，個別の各販売単位を確屈するのにほ，途方も  

ない晃の詳細な記録が必要になる。   

そのような場合には，原価と収益の対応は，単にそれらを同じ財務期間に割り当てると  
（28）  

いうことだけになってしまう。」   

つまりここでほ，個別の販売単位庭瀬して個々の原価支出の単位を個々の客体的状況紅  

照らしで仙対一・で個別的紅関連させることができる場合のみが，正確な対応が達成される  

場合であると考えられている。Gilmanは時折「対応の理想（idealof matching）」という  
（29）  

言葉を使周するが，その意味するところは上記のような厳格に行なわれる対応のことを指  

していると思われる。このような理想的な対応は，もし実行されるとしても，その項目は  

製造原価のうちでも限られてい／るから，他の項目については，たとえ形式的にほ理想的対  

応把．ならって価値移転のコンペン1／≡トンが適用されるとしても，そこでの対応の理想ない  

しは対応の正確さは制限されたものとならざるを得ない。   

Gilmanの論述を解釈すれば，対応の理想が制限される場合として三つ挙げられている。  

その第一収原価を見積りによるのでなけれほ決定できない場合である。「原価および経費  

を，いわゆる関連収益（so－Called relatedincome）が認識されるのと同一・の会計期間へ  

割り当てることは，しばしば二つの不確実性，つまり時間に関する不確実性と金額に閲す  

（28）Ibid．，pp．．560～1，前掲苔（下巻），675～6ぺ－ジ。  
（29）たとえ．ば，Ibid．，lp．129，p．130，前掲書（上巻），164ぺ－i7，165ぺ－i7，166ぺ  

－・汐。   
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（30）  

る不確実性のため紅不可能になることがある。」たとえば金額が確実であるが時間が不確実  

である場合の例として，いくつかの会計年度に．またがる原価支出で，研究費支出，多種類  

の販売促進費，ほとんどすべての閻定資産に対する支出があげられる。また時間が確実だ  

が金額が不確実な例としては，当該会酎年度のみ有効な製品保証の費用があり，金額も時  

間も不確実な例として，いくつかの会計期間に関わる製品保証の費用が挙げられている。   

第二の場合は次のような場合である。「実務上の点から，原価と収益を密接に対応させよ  

うとすることが発明でないことがよくある。このことは，経営者の時間の一部が将来の計  

画のために向けられ，一部が現在の問題に向けられるとする場合，経営者の給料に関連し  

て注目される。想像するところ，そのような経営者は，彼の給料のどれくらいの部分が将  

来の期間に億万記入されるぺきで，どれくらいが当期の廉価として吸収されるペきかを示  

すために時間報告書を記録することが要求され畠であろう。しかしどの企菓家もそのよう  
、こ11）  

な配分のために必要な報告沓を記録しようとする者は為ったにいない。」実務的・経済的な  

理由から，対応の理想の実現をあきらめるこの種の項目はよく知られている。   

対応の理想が制約をうける第三の場合は次のようである。「原価計算で利用される平均化  

による方法のいくつかのものは，原価と収益との理論的な対応を防げるかもしれない。か  

くて■ある製造中の財のロットは，臨時的な労働不能率，能力以下の操業，初めてで慣れて  

いない材料の代用のようないろいろな理由で，別のロットより現実に原価が二倍かかるか  

もしれない。しかしながら原価会討係は，ある特定のロットの超過実際原価が他の類似の  

ロットに．分散されるよう紅その原価を平均化するか，あるいは多額の原価棚卸項目か実際  

紅処理される場合に．，特定ゐ高い原価とその販売から生ずる特定の収益とを関連させない  

ような仕方で，超過原価分を塵額勘定（Varianceaccounts）に引上するかするのである。  

どれはど工夫をこらしてみても，火災・水害・その他の天災に．よる非経常的営業外の損失  
（3：）  

は特定の収益項目と関連させることはできない。」ここでは，種皮の差はあれ，何らかの意  

味で臨時的・非経常的なものが同種製品の単位またはロットに平均化される実務に言及し  

ているが，それは何らかの費用の分散化紅伴う仮定にもとづくものであって，むしろ対応  

の理想的実施を妨げるものであると述べている。   

かくして，実際には原価と収益との個別的な関連が存在すると思われても，対応の理想  

（30）Ibid．，pp．127～8，前掲書，162ぺ－i7。  
（31）Ibid小，p．128，前掲書，163ぺ－汐。  

（32）Ibid．，pp．128－9，前掲書，163～4ぺ」一汐。   
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が達成されることほ難しいという。原価・・経費・損失に伴う不確実性，実務上の困難性，  

平均化の仮定等の事情により，実際紅行なわれる原相会封上の対応ほ，むしろ価値移転の  

コンペン1／≡！ンが仮定的ないしほ形式的紅適用された結果にすぎなくなる。その限りで  

は，対応の正確性ほ制限されたものとならざるをえないと，Gilmanは次のように．述べて  

いる。「上れらの様々な問題ほ実務的であり，それらの／ト事にこだわる処理のことをいささ  

かでも考慮する会討人ほはとんどいない。にもかかわらず，実務的な要請，任意の仮定，  
（写3）  

一・般的コンペン1／ヨソが原価と収益の理想をどの程度制限するかを例証するものである。」   

以上煉個会計＿との対応は，個別的製品単位またほロットと原価との対応関係を強調する  

ものである。原価会計の過程紅より，多くの原価は最終的には個別の製品軍役へ原価を帰  

属させることが可能であるが，このことは理想通りの対応がすべての原価について行なわ  

れていることを意味しない。可能な場合には，個別的な理想的対応が行なわれるぺきであ  

り，事実行なわれているものと思われるが，多くの原価要素にとっては，「対応の理想」に 

ならって価値移転のコンペン1／≡rンが単に．鵬・般的，仮定的に類推適用されているに．すぎな  

いというのであろう。その恵味では原価会封上の対応は，その対応の結果だけを見ている  

と正確性を装っているかに見え．るが，必ずしも「対応の理想Jが達成されて－いることを意  

味しない。対応の概念は制限された形で行なわれ七いるのである。   

また非製造原価に価値移転の 

に述べられている。「しばしば販売艶一・般費および管理費を意味する非製造原価と製品の  

販売価格との関係を原価会計係が樹立するよう試みたのは極めて稀なことであった。   

ロビンソン・バットマン法はこの分野で実験するよう原価会計係を促したが，まもなく  

製造費用とその他の費用とでは多くの重要な相違があり，後者の費用は，事実多くの費用  

がそうであるように，多様で流動的な競争の必要性把起因して，より統制可能性は少なく，  
（34）  

経常悼も少ないことが発見された。」つまり販売費・－・般管理費紅ついては，製造原価のよ  

うに原価会計的な対応を共通の実務として実行することは事実上困難であるというのであ  

ろう。  

ⅠⅤ －・般会計的な対応  

現実の会計での対応は，臆価会討的な対応のみではない。そのことは非製造原価の例で  

（33）Ibid．．，p小129，前掲苔，164ぺ一汐。  

（34）Ibid．，p．127，前掲苔，161ぺ一汐。   
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暗示されているけれども，Gilmanは，…・般会討係が対応という場合には，原価会計係の  

いう対応とほ別の意味で使われるという。  

「原価会剥係と区別される意味での一顧会討係が原価・収益の対応のことをいう場合に  

ほ，通常同一・の会計期間に原価と収益を含めることをいうのであって，特定の収益項目と  

特定の原価支出項目との連接的な関連のことをいうのではない。これは原価会討係の問題  

とは異なる問題である。それはおそらくもはや正確であるとはいえないが，少なくとも正  
（35）  

確性の見かけ上の装いを与えるものではない。」   

つまりここでは，何か支持しえるような方法で特定収益項目に関連させることの不可能  

な原価の存在が示唆されている。そのような項目については．，原価会計係の手をわずらわ  

すまでもなく，直接に－・般会計係が費用・収益の対応手緩を実施し，原価および収益を療  

接紅同一潮間に関連づける対応手続が採用されるのである。そこでは，原価と収益がそれ  

ぞれどの期間軋所属されるかが問題であって，それ以上の正確さをめざす手続は問われな  

い。それはおそらく，会計期問のコンペンて／ヨンから派生する様々なコン㌧ヾこ／も／ヨこ／や原  

理，および通則に支．えられているといえ．よう。そこにはもはや原価会計的対応に見られる  

個別的な関連は見られないが，何らかの理由で原価会封的対応が実行不可能ないしは困難  

である場合には，期間損益の計罫上そのような対応が不可欠であるといえよう。   

ただGilmanは，原価会田上の対応と区別される対応のタイプとして－・般会計上の対応  

を述べてはいるが，その対応が期間損益計静止どのような妥当性をもちうるのかは直接解  

説していないので，それについてのGilman自身の見解は必ずしも明らかではない。ただ  

－・般的見解では，実行可能な限り，原価会計上の対応が行なわれるぺきであると考えられ  

て－いること紅言及しているにすぎない。おそらく－・般会計的対応の意義は原価会計的対応  

よりもむしろ消極的にしか評価していないのではなかろうか。   

一・般会封上の対応が行なわれる原価項目としてほ，通常は，まず販売費，・†般管理費が  

挙げられるのほ前述の通りである。その他に経常外損失項目も含まれていることは次の論  

述からうかがうことができる。すなわち「対応させる様々な原価および収益の項目が正常  

的で経常的である場合であっても，原価と収益とを対応させることは非常に・困難である  

が，異常な，臨時的なまたは非経常的な原価および収益の場合には対応ということが不可  
（86）  

能な場合がしばしばある。」  

（35）Ibid．，p．127，前掲審，161～2ぺ－汐。  
（36）Ibid．，p．132，前掲書，167ぺ－ジ。   
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Ⅴ 対応の誤った実務  

Gilmanは，対応の概念をあらゆる費用の項目に．ついて検討することでは，他の論考よ  

り徹底している。現実の会討実務では，「対応の理想」があるにもかかわらず，かなり雑多  

な対応が行なわれている。Gilmanほ，次のような対応は誤ったものであるとしている。   

棚卸資産の低価主義による評価損の計上は，対応の理論を基本的に蘭禎するものである  

と次のように述べている。「・資産の減少もしくは機能低Jf（diminutionor deterioration  

of tbeasset）がなかった場合，物価水準の下落紅よる損失の認識を正当化するのは困難  

である。そのような再評価はおそらく認められている会封実務のうノちで最も非論理的なも  

のであろう。…この一・般的実務によって，原価と収益の対応の理想を無視しているのであ   
（87）  

る。」   

対応を実行するために，期間および金額を見積り紅よらなけれはならない項目のあるこ  

とほ前述の通りであるが，そのような項目の過年度の対応の誤り紅よる修正は，それを当  
（aの  

期の損益匿封上することは費用・収益の望ましい対応に反するものであるとしている。そ  

れゆえ，包括主義的な損益の報告は、対応の概念に．反するものであると主張するのであ  

る。   

また費用と収益のそれぞれの貨幣価値が不統一・であることは対応の誤りであるかどうか  

の問題にも触れている。結論的にいえば，会計は貨幣評価のコンベンション把基礎をお  

き，かつそれ紅より慣定をうける財務機構であるから，貨幣価値の変動紅適応していない  
（39）  

ことは会計の誤りでほないとしている。ここでほ，費用・収益の貨幣価値の問題を対応の  

問題に含めて考えられているが，対応概念に固有の問題領域を見失わないよう注意すべき  

である。単なる言葉の定義の問題として，あるいほ．通常の使用妃おいては，いかなる意味  

に対応概念を拡張しても差し支えないが，そのこと紅よって，対応概念にしか含まれない  

会計上の課題をあいまい粧するのではかえってマイナスであろう。上記の点は，酵価のコ  

ンペン1／ヨンに関わる問題であるとするのが適切ではなかろうか。  

ⅤⅠむすび岬Gilmanの対応概念  

Gilmanが費用・収益対応の問琴に直接触れるところはそれはど多くはないが，そこで  

（37）Ibid．，pp．129～30，前掲審，164′〉5ぺ一一汐。  

（38）Ibid・，pp．．135～46，前掲書，171～83ぺ－・ジ。  

（39）Ibid．，pp．561～2，前掲書（下巻）676～7ぺ－ジ。   
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のいくつかの特色を列挙すると次のようにいえるであろう。  

（1）会計上の利益概念ほ，攣なる論理的構成物であるというよりほ，山・定のコンベン  

ション，僚軌 通則等にもとづき，一・部は論理性，一・部ほ任意性や慣行から成る歴史的形  

成物であるといえる。費用・収益対応の概念もその例外ではなく，その概念ほ主としてコ  

ンベンションおよびその実践的適用である通則等の織りなす総合的結果であると見看され  

るであろう。したがって対応の概念は，事実として－歪めることのできない歴史の成果とし  

て存在する会計機構の一部を構成し，今日の会計虹固有の緒性や限界を与えているといえ  

よう。またこの事は，それは尊に固定的な概念の構成物ではなく・て，将来の社会環境の変  

化や普遍的な社会的要請の変化ととも叱．変貌しうることも示吸するものである。対応概念  

ほ，それが人々妃およばす影野や効果ととも紅，歴史的・社会的な背嚢の中で見つめられ  

なけれはならないというのであろう。  

（2）会計における対応のタイプには二種類あり，一つは原価会計係の行なうものであ  

り，他は一般会討係の行なうものである。実行可能な限り原価会引的な対応を実施すべき  

である。それは最終的にほ特定の原価項目と特定の収益項目とを関連させるものであり，  

個別的な対応の正確さを思わせるが，多くの場合理想的な対応が行なわれることほそれほ  

ど多くない。対応の理想ほ，おそらく，個々の原価支出項目を企菜活動において詳細に追  

跡し，個々の製品項眉へ・の事実的関連づけを見出すことにより達成されるが，通常の実務  

では原価の金額や期間の不確実性，実務上の困難性，費用の分散化に伴う仮定など紅よ  

り，誤りとほ言わないまでも，対応の正確さは制限されたものとなっている。紅もかかわ  

らず，原価会計上の対応では，価値移転のコンベンションの適用により特定の収益項目と  

の関連が設定され，比較的対応の正確さを装わている。  

（3）ⅣL般会計的対応ほ，費用・収益を同一・期間に言†上させることをいい，両者の麗接  

的な関連ほもほや見られない。おそらく，これは会計期間のコンペン1／≡トンから派生する  

様々なコンペン1／ヨンや原理，あるいほ通則に支持されたものであるといえよう。明らか  

紅，直接的対応の正確さ紅関する⊥般的方針や概念が議論の基盤ではない。  

（4）Gilmanは，実行可能な限り，原価会討的な対応を確立すべきであるとする1・般  

的見解の承認，対応の理想についての論述あるいは展開のコンテ■ツクストなどから，叫・般  

会封的対応よりも，原価会討的対応を本来的なものと考えているよう軋思われる。   

といっても，一般会計的な対応の実務や議論を無視しているのではなぐて，ある項目が  

一般会計的な対応を適用されるペきであるとする積極的な概念や観点が当時一・般に見出さ   
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れていなかったことを認めるのであろう。鵬戯会計的対応は，前述のように，原価および  

収益を特定の会計期間へ割り当てることをいうのみで，両者の相互関連を見出そうとする  

観点や含蓄により支持されているものでほない。原価および収益の相互関連を樹立する観  

点からは，原価会計的対応が唯一・の対応であり，そのような対応が実行不可能であれば，  

やむをえず費用・収益の計上ほ単なる期間割り当てにとどまらざるをえなくなるのであ  

る。かくて，Gilmanは，費用・収益の対応紅おける「対応」の意味に．ほ，観点が異なる  

二つの概念が区別されるが，「対応」の概念にほ自ずと費用と収益との相互関係の意味が  

含蓄されるものと考えるのであろう。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ




